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中国経済の現在の発展段階及び東アジア経済協力における新たな地位
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前者の分類基準は非常に明確であり､また毎年一度調整が行われている｡ 最新 (2007年 
7月 1日公布)の所得上限の分類は次のとおりである｡ 低所得経済体の2005年一人当たり 
GNは95 Nは96 355I 0ドル以下｡低中所得経済体の一人当たりGI 0ドル～ ,9ドル｡高中所得経済
体の-人当たりGNは356 ,5 Nは1111ドI ,9-ll11ドル｡そして高所得経済体の一人当たりGI ,6
ル以上である｡ 後者の分類は少し暖味ではあるが､実際に ｢世銀｣の文書に記されている





上が ｢高所得国｣あるいは ｢先進国｣であり､6,000米 ドル未満は ｢中低所得国｣あるいは
｢発展途上国｣と決められた｡この上限は毎年 ドル建て購買力 (平価)または価格指数の変
化によって調整される､最新の ドル建て購買力 (平価)をもとに計算すると､ll,116米 ドル
となる｡ これは世銀が決定した最新 (2007年 7月 1日)の ｢高所得｣あるいは ｢発達した
経済｣所得の区分条件である｡
世銀は独自の方法で各国のGNIを計算しているが､その計算結果がほとんどの国で政府






たりのGD は1700 ｡この結果によれば､中国は ｢















































































いる (図 1参照)｡ 2004年国民所得調査の数値の比較的大幅な修正を考慮すると､これらの
変化の時期はもう少し早いに違いない｡ 
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図 1 中国産業構成の変化 (1990-2006年) 
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国 年 度 都市化率 (%) 都市あるいは都市人口に関する区画
イギリス 1901 77 都市 (城市)状況,規模の大小に関係ない
フランス 1946 52.9 2000居住民以上の市町村
ド イ ツ 1900 56.1 2000居住民以上の市町村
アメリカ 1920 51.2 2500居住民以上の市
日 本 1975 75.9 自治都市 +人口 3万以上の市
中 国 2005 42.99 小都市内の都市常住人口●
注 :瑠β市人口のみ.

資料出典 :1､クズネッツ 1 , P26 2 a adEi .18)














の社会経済の発展段階を大きく六つに分類している｡ それは､ (1)伝統的社会､(2)離陸 















である｡ その中でイギリスは ｢19世紀半ばの技術を有効に応用し｣､アメリカは19世紀末と 
20世紀初頭の技術を有効に活用し､その他の後発国は20世紀上半期の近代的技術を有効に
活用したとしている｡







































ている｡ その他2世紀あるいは世紀の転換期に現れた耐久消費財 も､近年最 も急速に普及
している｡ 統計値によると高級耐久消費財中最 も急速に普及 しているのは電話である｡ そ
0
/7
の中でも携帯電話は200年までの 5年間に､都市と町での普及率が 1 百戸から1 百戸3
















lコンである｡ 台/百戸近 くに激増 している｡
100戸毎の所有数)(表 2 主要な耐久消費財の普及率 
表 2


































































































05.ビデオカメラ(育) 乗 用 車 (台) 
表 2 B郷村




























年増幅(%) 年増幅(%)商 品 名 































冷 蔵 庫 (台) 
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カ メ ラ (育) 
扇 風 機 (台) 









































投資額(億元) 増加率(%) 投資額(億元) 割合 (Ⅰ/Ⅰ×100%)
 
2000 48.5 15 21 1.8
940 2. 369 52

2001 34411 73 69 1.9
6 . 2. 388 71

2002 9.2 . 4500 79
7709 228 3 1.1
 
2003 05.0 03 6 1.7
1138 3. 5557 82

2004 35.5 96 0 1.7
1182 2. 7477 86

2005 50.5 09 4 7.9
1992 2. 8877 1 2
 
2006 98 2. 197 1.4




















(GNP ｢ gossntoap uin)が 国民総汚染量｣(r ainlolto)と呼ばれたことである｡
もう一つは､経済成長の動力の転換である｡ 消費ブームの持続とともに､現段階の中国
経済は明らかに過度の投資に依存 していた状態から､消費の変化を注視する方向に転換 し




していて､2004 .%から1.%に上昇した｡また200年と200年にはそれぞ年は前年比の91 33 5 6





























1 D 5 199年のの算出した数値によれば､200年中国人一人当たりのGPは約3,83｢国際 ドル｣( 0
為替レートによって算出)で､最近 6年間の10%以上の急速な成長を加えれば､現在5,600
｢国際 ドル｣を超えるはずだと指摘されている｡ ,この一人当たりの水準は､アメリカの1900
































































)紡績と印刷 : 5 ,9万 トンで､全世界の 3分の 1を占め
ている｡ 2000年から2005年まで､中国の主要 6種印刷品の輸出量は38億メートルから 




(2)衣類製造 ･輸出 :現在､衣類の輸出量は世界の 4分の 1以上を占めている｡ 中国の
衣類は､廉価で世界紡績産業の底辺にあるといわれているが､現在､すでにこの産業













































と33.%で､｢ ､すなわちアメリカ 1.%と7%) U (.%と7%)及び


































によれば､2006 90 (.2 ､ ド年の中国輸入製品の総額は72億米 ドルで､アメリカ 19兆米 ドル)
イツ (9100億米 ドル)に続き､世界第三位となっている｡ これは､イギリス (6506億米 ド













る ｢雁行型発展モデル｣から ｢二大 (国)+二小 (国)｣で共に飛ぶ ｢菱型発展モデル｣に
変化したということだ｡20世紀後半の東アジアの経済発展のイメージを､日本経済界は ｢雁
行型発展モデル｣として措いた｡この発展モデルの中で日本という ｢一大 (国)｣が経済技








らない｡その新しい構造を ｢菱型構造｣と呼ぶことができる｡ ｢水平 (菱)型｣は､それぞ
れ ｢大きい二辺｣と ｢小さい二辺｣で構成される｡ その ｢大きい二辺｣は中国と日本で､｢小
さい二辺｣はASEAN諸国と韓国を指している｡ これら経済の現在の規模からみれば､中国
経済 (香港､マカオを含み､台湾は入れない場合でも)は日本と差がない｡一方､ASEANIO




















ASEANIOカ国の輸出総額の 9%近くが､対中国向けである｡ ASEAN諸国-の貿易 (約1/4)
を除けば､中国市場への依存度は12%を超えている｡ 東アジア全体で見れば､中国市場は 
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額は87.億米 ドルで､同年の中国全体の貿易黒字額 (77.億米 ド ル
54 1 14 )のほぼ半額を占め





表 4 中国と東アジア諸国の貿易関係 単位 : ､100 n( USS ml)
総 額 輸 出 輸 入 差 額
国 / 地 域 1668 607 90 746
70. 99. 72 17.

ア ジ ア 91. 45. 55 -9.
834 583 25 667

日 本 036 1. 15. -40.
27. 964 172 2 8

韓 国 331 45. 878 -425
14. 4 3 9. 5.

A SEA N 10. 755 7. -8.
684 6. 671 121
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1第三次産業の分類は厳密には､採掘業を工業ではない第一次産業に入れ､建築業を第二次
産業ではなく第三次産業に入れなければならない｡中国統計局で公表している ｢第二次産
業｣は､実際には広義の ｢工業｣である｡ 
